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■
は
じ
め
に

　
公
益
財
団
法
人
日
本
下
水

道
新
技
術
機
構
（
以
下
、
下

水
道
機
構
）
は
、
自
主
研
究

や
、
地
方
公
共
団
体
・
民
間

企
業
と
の
共
同
研
究
、
国
の

政
策
支
援
に
係
る
調
査
研
究

等
を
通
じ
て
、
防
災
・
減
災

対
策
の
研
究
に
取
り
組
ん
で

い
ま
す
。
次
に
、
研
究
第
一

部
が
取
り
組
ん
で
い
る
地
震

・
津
波
対
策
と
、
研
究
第
二

部
が
取
り
組
ん
で
い
る
浸
水

対
策
に
つ
い
て
紹
介
し
ま

す
。

　
■
防
災
・
減
災
対
策
に
関

　
す
る
研
究
成
果

　

1．
地
震
・
津
波
対
策

�下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
に

関
す
る
共
同
研
究

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継

続
計
画
）
は
、
地
震
・
津
波

等
で
下
水
道
施
設
が
被
災
し

た
場
合
で
も
、
下
水
道
が
果

た
す
べ
き
機
能
を
維
持
・
回

復
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
、
事
前
対
策
や
非
常
時
対

応
等
に
つ
い
て
定
め
る
計
画

で
す
。
下
水
道
機
構
は
、
こ

れ
ま
で
に
複
数
の
県
お
よ
び

管
下
市
町
村
（
平
成

27年
度

は
石
川
県
と
大
分
県
）
と
、

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
の
た
め

の
共
同
研
究
を
行
っ
て
き
ま

し
た
。策
定
に
当
た
っ
て
は
、

管
路
施
設
、
処
理
場
、
ポ
ン

プ
場
に
お
け
る
地
震
被
害
想

定
や
津
波
被
害
想
定
を
実
施

し
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
勉
強

会
や
ワ
ー
キ
ン
グ
等
を
通
し

て
、
優
先
実
施
業
務
や
対
応

の
目
標
時
間
等
を
決
定
し

て
、
非
常
時
対
応
計
画
を
作

成
し
ま
し
た
。
ま
た
、
津
波

被
害
想
定
等
を
元
に
、
具
体

的
な
事
前
対
策
計
画
を
作
成

し
て
い
ま
す
。

　

�下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
図
上

訓
練下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
よ
り
実

行
性
の
あ
る
計
画
と
し
て
い

く
た
め
に
、
訓
練
等
を
通
じ

て
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
て

い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。
下

水
道
機
構
は
、
県
お
よ
び
管

下
市
町
村
（
平
成

27年
度
は

石
川
県
と
長
野
県
）
と
共
同

し
て
、
県
内
の
広
域
的
な
連

携
を
念
頭
に
被
害
報
告
や
支

援
要
請
な
ど
か
ら
な
る
図
上

訓
練
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　
訓
練
は
、
訓
練
を
仕
掛
け

る
コ
ン
ト
ロ
ー
ラ
ー
と
訓
練

を
受
け
る
プ
レ
イ
ヤ
ー
に
分

か
れ
、
発
災
時
に
想
定
さ
れ

る
シ
ナ
リ
オ
（
処
理
場
揚
水

ポ
ン
プ
の
停
止
や
、
マ
ン
ホ

ー
ル
浮
上
／
溢
水
の
発
生
な

ど
）
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ラ
ー
が

逐
次
付
与
す
る
こ
と
に
よ

り
、
プ
レ
イ
ヤ
ー
が
対
応
を

判
断
し
な
が
ら
進
め
て
い
く

も
の
で
す
（
写
真
）
。

　
発
災
後

1～

2日
程
度
を

想
定
し
、
情
報
収
集
や
調
査

の
た
め
の
体
制
を
整
え
る

「
初
動
対
応
」の
迅
速
化
と
、

被
害
情
報
の
収
集
、
取
り
ま

と
め
、
報
告
な
ど
を
適
切
に

行
う
「
情
報
の
受
伝
達
」
に

重
点
を
置
い
て
訓
練
を
実
施

し
ま
し
た
。

　
図
上
訓
練
で
は
、
災
害
時

に
お
け
る
リ
ソ
ー
ス
の
制
約

条
件
の
下
、
下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ

の
行
動
計
画
に
基
づ
く
初
動

対
応
を
実
践
す
る
こ
と
で
、

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
不
足
点
や

改
善
点
が
明
ら
か
と
な
り
、

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
ブ
ラ
ッ
シ

ュ
ア
ッ
プ
、
引
い
て
は
危
機

管
理
体
制
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

に
つ
な
げ
る
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。

　

�津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
を
用
い
た
津
波
対
策
に
関

す
る
共
同
研
究

東
日
本
大
震
災
で
は
、
沿

岸
部
の
下
水
道
施
設
が
津
波

に
よ
る
壊
滅
的
な
被
害
を
受

け
て
、
住
民
生
活
や
水
環
境

に
影
響
を
及
ぼ
し
ま
し
た
。

こ
の
た
め
、下
水
道
機
構
は
、

県
お
よ
び
管
下
市
町
村
（
平

成

27年
度
は
大
分
県
）
と
共

同
で
、
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ

ョ
ン
を
用
い
て
下
水
道
施
設

の
被
害
想
定
を
行
い
、
人
命

確
保
と
必
要
最
小
限
の
施
設

機
能
維
持
を
目
的
と
し
た
津

波
対
策
の
検
討
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

に
お
い
て
は
、
県
の
津
波
浸

水
想
定
デ
ー
タ
を
基
と
し
、

下
水
道
施
設
周
辺
の
地
盤
高

を
国
土
地
理
院
が
管
理
す
る

詳
細
な

2㍍
メ
ッ
シ
ュ
の
デ

ー
タ
に
置
き
換
え
た
も
の
を

使
用
す
る
と
と
も
に
、
場
内

建
物
の
壁
面
に
お
け
る
津
波

の
せ
き
上
げ
現
象
を
再
現
で

き
る
も
の
と
し
、
津
波
浸
水

対
策
実
施
の
た
め
の
基
準
水

位
の
設
定
や
構
造
物
に
作
用

す
る
波
力
の
算
定
に
利
用
し

ま
し
た
。ま
た
、対
象
と
す
る

津
波
と
し
て
は
、
避
難
時
間

に
か
か
わ
る
対
策
に
は
津
波

到
達
時
間
が
最
短
と
な
る
ケ

ー
ス
を
採
用
し
、
浸
水
対
策

に
は
浸
水
深
が
最
大
と
な
る

ケ
ー
ス
を
採
用
し
ま
し
た
。

　
こ
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

に
よ
り
、
下
水
処
理
場
の
一

方
向
か
ら
浸
入
す
る
特
徴
的

な
流
れ
が
確
認
さ
れ
る
（
図

1）
と
と
も
に
、
建
物
ご
と

の
浸
水
深
と
流
速
が
算
定
さ

れ
ま
し
た
（
図

2）
。
さ
ら

に
、
こ
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
を
元
に
、
津
波
の
到
達
時

間
を
把
握
し
て
、
人
命
確
保

の
た
め
の
避
難
ル
ー
ト
を
設

定
す
る
と
と
も
に
、
津
波
が

建
物
内
に
浸
入
す
る
開
口
部

を
特
定
（
図

3）
し
て
、
施

設
機
能
維
持
の
た
め
の
浸
水

対
策
（
止
水
板
や
防
水
扉
の

採
用
等
）を
設
定
し
ま
し
た
。

　

2．
浸
水
対
策

浸
水
対
策
と
し
て
、
リ
ア

ル
タ
イ
ム
降
雨
情
報
利
活
用

促
進
を
は
じ
め
と
し
た
技
術

に
つ
い
て
、
研
究
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　
リ
ア
ル
タ
イ
ム
情
報
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
は
、
雨
量
、
水
位

・
流
量
、
雨
水
ポ
ン
プ
運
転

な
ど
に
関
す
る
現
況
情
報
の

収
集
お
よ
び
将
来
予
測
を
行

い
、
こ
れ
ら
の
情
報
を
リ
ア

ル
タ
イ
ム
に
提
供
し
、
施
設

の
運
転
支
援
等
に
活
用
す
る

シ
ス
テ
ム
で
す
。
下
水
道
機

構
で
は
Ｘ
バ
ン
ド
Ｍ
Ｐ
レ
ー

ダ
ー
の
運
用
と
合
わ
せ
、
総

合
的
な
雨
水
対
策
の
実
現
を

目
指
し
、
自
治
体
と
の
共
同

研
究
等
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、

1
9
9
9年

に
初

版
が
発
刊
さ
れ
た
流
出
解
析

モ
デ
ル
利
活
用
マ
ニ
ュ
ア
ル

の

3回
目
の
改
訂
に
向
け
た

共
同
研
究
を
実
施
中
で
あ

り
、
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン

を
行
う
上
で
の
留
意
事
項
を

明
確
に
し
、
活
用
事
例
の
充

実
を
図
る
こ
と
な
ど
を
目
標

に
作
業
を
継
続
し
て
い
ま

す
。

　
そ
の
他
、
雨
水
貯
留
施
設

の
有
効
活
用
な
ど
が
期
待
さ

れ
る
ボ
ル
テ
ッ
ク
ス
バ
ル
ブ

に
関
す
る
民
間
企
業
と
の
共

同
研
究
を
行
い
、
本
省
か
ら

の
受
託
委
託
の
中
で
は
、
管

き
ょ
内
水
位
の
観
測
機
器
の

規
格
案
を
整
理
す
る
な
ど
の

活
用
方
策
を
検
討
し
て
い
ま

す
。

　
■
今
後
の
展
開

　
今
年
度
は
、
下
水
道
Ｂ
Ｃ

Ｐ
に
関
し
て
、
沖
縄
県
お
よ

び
管
下
市
町
村
、
北
海
道
管

下
の
市
町
村
と
、
策
定
の
た

め
の
共
同
研
究
を
実
施
し
て

い
ま
す
。
下
水
道
機
構
は
、

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
に
関
し
て
こ

れ
ま
で
蓄
積
さ
れ
た
知
見
・

経
験
を
活
か
し
、今
後
と
も
、

自
治
体
の
下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策

定
や
そ
の
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ

プ
の
支
援
を
行
っ
て
い
く
予

定
で
す
。

　
ま
た
、
熊
本
地
震
で
は
そ

の
強
い
揺
れ
に
よ
り
下
水
道

施
設
も
被
災
し
ま
し
た
が
、

そ
の
際
、
下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
実

用
状
況
に
関
す
る
貴
重
な
経

験
も
得
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
下
水
道
機
構
で
は
、
被
災

地
域
の
下
水
道
関
係
者
に
ア

ン
ケ
ー
ト
お
よ
び
ヒ
ア
リ
ン

グ
調
査
を
行
い
、
そ
の
結
果

を
取
り
ま
と
め
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。
下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の

有
効
性
を
評
価
す
る
と
と
も

に
、
今
後
の
地
震
に
対
し
て

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
実
効
性
を

さ
ら
に
高
め
ら
れ
る
よ
う
、

改
善
点
や
留
意
点
に
関
す
る

提
言
等
を
行
っ
て
い
く
予
定

で
す
。

日
本
下
水
道
新
技
術
機
構

研
究
第
一
部
長
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木
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地
震
・
津
波
対
策

　
下
水
道
関
係
業
界
で
は
、

5年
前
の
東
日
本
大
震
災
や
今
年

4月
に
発
生
し
た
熊
本
地

震
な
ど
、
近
年
頻
発
す
る
自
然
災
害
を
教
訓
に
防
災
・
減
災
対
策
を
積
極
的
に
進
め
て
い

る
。
そ
こ
で
今
回
、
地
震
・
津
波
対
策
等
に
つ
い
て
最
新
の
知
見
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト

3社
に
動
向
を
聞
い
た
。

　■大規模地震の傾向と下水道施設の被害

　平成19年以降の過去10年間、震度6強以上の地震は全国で8回発

生しており、震度7を観測した23年の東北地方太平洋沖地震（東日

本大震災）や、今年4月に発生した熊本地震は記憶に新しく、わが

国の地震活動の活発化が危惧される。大規模地震では地震動によ

る施設の破損のほか、津波による機器の故障・流出、液状化によ

るマンホール浮上や下水道管への土砂流入など、広域かつ甚大な

被害が発生し、市民生活に大きな影を落とすおそれがある。

　■求められる防災・減災対策のポイント

　重要な社会インフラである下水道施設が被災すれば、下水処理

機能を果たせなくなるばかりでなく、汚水の滞留・流出による公

衆衛生被害、雨水排除機能の喪失による浸水被害など、重大な二

次被害を伴う可能性がある。そのため、被害の最小化に向けた措

置・対策を早急かつ効率よく実施する必要があるが、これら対策

が広範囲かつ長期に及ぶ場合には、地域特性や施設の設置状況、

対策優先度等を考慮した段階的な防災・減災対策を講じるととも

に、下水道ＢＣＰを策定し、下水道施設の機能確保・回復に向け

た取組みを実行できる体制づくりが非常に重要となる。

　■ＢＣＰ策定支援をはじめとする地震・津波対策の提案

　想定地震動に応じた下水道施設の地震・津波対策の立案には、

さまざまなデータベースを複合的に活用した詳細な被害予測の

実施が欠かせない。例えば、ＧＩＳ技術を活用した管きょ台帳・

震度分布・ＰＬ値分布の重ね合わせによるスパン単位での管きょ

破損箇所や汚水溢水箇所等の予測、津波浸水マップ・管きょ台帳

・機器台帳の重ね合わせによる施設の機能停止や処理区内への影

響予測である。さらに、流出解析モデルを用いた津波シミュレー

ション技術を活用すれば、津波の浸入方向や堰上げ水位、津波到

達時間、滞留時間など、詳細な津波被害を予測することができ、

より効率的・効果的な対策の検討が可能となる。

　近い将来、その発生が予想される南海トラフ地震や首都直下地

震。「巨大地震は必ず来る」という前提のもと、下水道の地震対

策は今後とも継続的に講じていく必要がある。また、防災対策の

進捗に合わせて現行計画を適宜見直し、対策の強化を図ることも

重要である。

　平成23年3月11日に発生した東日本太平洋沖地震の

後、26年11月には長野県神城断層地震、今年4月には熊

本地震等多大な被害をもたらす大規模地震が発生して

おり、今後、首都直下型地震や東海地震、南海トラフ地

震などの大規模地震の発生の可能性が報じられてい

る。当社でも東日本大震災をはじめとし、長野県神代断

層地震、熊本地震と災害復旧に向けた支援を行ってき

た。その中で今後の下水道施設の地震対策における課

題と解決策について考えてみた。

　下水道は、被災時に同等の機能を代替する手段のな

いライフラインであり、地震時においても一定の機能

確保が必要である。しかし、平成9年以前の耐震設計基

準で建設された膨大な既存施設は、耐震化が十分進ん

でいない状況にあることから、重要な下水道施設の耐

震化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小化を

図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進

し、住民の視点に立って下水道の保持すべき使命を果

たすことが必要である。

　長野県神城断層地震では、活断層に沿って地形が大

きく変化し、活断層位置で管きょ施設が大きく分断さ

れ、流下機能を失うこととなった。活断層付近の家屋も

倒壊し、生活を継続することは難しい状況となった。

　活断層による地震の場合、通常の耐震性能を超えた

地盤変位が生じるため、「防災」対策では防ぐことは不可

能であり、「減災」対策が重要と考えられる。「減災」対策

として①仮設トイレ機能を有する避難所の確保②仮設

住宅建設候補地の事前選定および速やかな建設に向け

た取決め③仮設住宅候補地の排水機能およびトイレ機

能の確保④仮排水用のポンプ設備の確保および調達方

法の取り決め⑤停電に備え

て発動発電機の確保および

調達方法の取決め――等、

下水道事業として住民に不

安を与えない「減災」計画の

策定が重要と考えられる。

現在、長野県白馬村では復

旧が進んでおり、震災復興

村営住宅も建設中である。

白馬村塩島地区の震災直後

と復旧後の写真を添付す

る。

　東日本大震災をはじめと

する大地震で被災された地

域の一日も早い復旧・復興

をお祈り申し上げます。

ＢＣＰ策定で実行体制構築

日本水工設計

住民が安心できる減災計画

オリジナル設計

震災後と復旧後（塩島地区）

広域災害への備えを推進

東京設計事務所

　当社は、東日本大

震災後、被災自治体

の被害状況調査か

ら詳細設計までを

実施し早期の復旧・

復興に向け努めて

きました。大規模地

震被害への対応に

ついては、公助・自助・共助による社会全体の取組みの重要

性が中央防災会議でも示されております。その中にあっ

て当社は、ハード面の対策（防災）からソフト面の対策（減

災）までトータルでサポートすることとして、これまでに

蓄積した下水道に係る知見と豊富な業務実績を活かし、次

に示すような防災・減災対策を推進していきます。

　①耐震・耐津波施設設計

　東日本大震災においては、津波被害のほかにも、継手や

接続部の破断、付帯設備の被災による機能停止、管路埋戻

土の液状化など種々の被害がありました。これらの教訓

を踏まえ被災時の機能確保に十分配慮した施設設計を行

います。また、耐津波対策では、きめ細かなメッシュによ

る津波シミュレーションにより、構造物間の詳細な津波

の流れや津波浸水深さを把握し、重要な施設への事前対

策を効率的に図ります。さらに、津波到達までの時間を把

握することで、避難場所までの移動時間に対する避難対

策の立案も行っています。

　②管路・処理場間ネットワーク化

　一部の管路が使用できなくなった場合や、処理場機能

が低下または停止した場合の緊急対応として、管路・処理

場間のネットワーク化を提案していきます。

　③下水道施設の防災拠点化

　処理場やポンプ場が所在する自治体の地域防災計画を

踏まえ、地域住民の緊急避難先や防災活動拠点として下

水道の敷地や建物を活用することを提案していきます。

　④資産情報の整備・アセットマネジメント構築

　東日本大震災では津波により図面、台帳等の情報が流

失し復旧の大きな妨げになりました。失われた情報の復

元を容易にするという減災の観点からも資産情報の整備

が必要と考え、アセットマネジメント構築の取組みと合

わせて整備することを提案していきます。

　⑤事業継続計画（Ｂusiness Ｃontinuity Ｐlan：ＢＣ

Ｐ）策定・運用支援

　ＢＣＰの策定に当たっては、初動・緊急措置・応急復旧

等の各段階の対応を、自らが被災したことを想定した上

で、体系的に「見える化」するとともに、ＢＣＰの評価と

改善のための教育訓練計画等の運用支援を含めて対応し

ます。

ハード・ソフト対策をトータルで
サポート

写
真
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Ｃ
Ｐ
訓
練
風
景

図1　津波シミュレーションによる津波の流れ

図2　津波シミュレーションによる浸水深
と流速の予測

図3　津波が建物内に浸入する開口部の特定
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